
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 兵庫県 新温泉町

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

●人件費：　平成17年度の合併を契機に人件費削減（特別職給△8％、管理職手当△2％、調整手当の廃止
等）を行った結果、類似団体平均を若干下回る割合になっているが、住民1人あたり人件費は類似団体平均と
比べて未だ高くなっている。今後も平成18年度策定の定員適正化計画に基づく早期勧奨退職、新規採用の抑
制などにより、平成18年度から平成21年度までに普通会計ベースで17名（7.9％）の職員削減を目指し、一層の
人件費抑制を図る。
●物件費：　平成18年度は暖冬により除排雪経費が少額であったため、11.4％と平成17年度に比べ1.4％減少
している。しかし、住民1人当り物件費は類似団体平均と比べて高いため、ＩＳＯ14001の取り組みを推進する中
で、委託事務の長期継続契約及び効率的な出張による旅費の削減、また｢もったいない運動｣により節約意識
の向上を図り、一層の経費削減に努める。
●公債費：　下水道の整備や過疎対策事業（文化ホール、保健福祉センター等）に大型事業が集中したことに
より、類似団体平均を大きく上回る状況にある。今後、ＣＡＴＶ整備事業をはじめ町合併に伴い必要となる各種
普通建設事業等の実施により比率の上昇が予想されるが、投資的事業の整理・縮小により新発債発行額を抑
制し、起債許可団体となる基準値（18%）未満に抑えるとともに、類似団体平均程度の水準に近づくよう努める。
●補助費等：　経常収支比率は類似団体平均を下回る割合になっているが、住民1人当りの補助費が類似団
体平均を上回る要因としては、公立浜坂病院への補助金が多額であることが挙げられる。この状況を改善する
ため常勤医師の確保努力や経営健全化計画に基づく職員の経営参画意識の高揚を図ることで事業の自主性
を高める。
●その他（繰出金）：　繰出金のうち下水道事業の償還金に対するウェイトが大きい。その償還金はピークを迎
える平成20年度まで増加することが見込まれるため、定員適正化計画に基づく人件費抑制、管理委託の長期
継続契約による経費削減、下水道接続率の促進による使用料増収などに取り組むことで経営基盤の強化を図
り、繰出金の抑制に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,911,376 107,369 76,495 40.4
賃金（物件費） 176,460 9,912 4,744 108.9
一部事務組合負担金（補助費等） 303,472 17,047 11,824 44.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 21,560 1,211 336 260.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 3,430 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 61,288 3,443 1,451 137.3
▲退職金 ▲ 168,525 ▲ 9,467 ▲ 7,099 33.4
合計 2,305,631 129,515 91,181 42.0

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 12.02 8.39 3.63
ラスパイレス指数 94.4 95.1 ▲ 0.7

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,652,969 92,853 41,239 125.2

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 445,034 24,999 11,591 115.7
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

8,843 497 6,528 ▲ 92.4

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

20,438 1,148 1,516 ▲ 24.3

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

1,986 112 16 600.0

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,160,246 ▲ 65,175 ▲ 31,586 106.3

合計 969,024 54,433 29,303 85.8

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 兵庫県 新温泉町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

2,341,134 129,230 - 50,081 - -

うち単独分 1,038,918 57,348 - 32,308 - -

1,674,900 94,085 ▲ 27.2 57,400 14.6 ▲ 41.8

うち単独分 765,138 42,980 ▲ 25.1 34,972 8.2 ▲ 33.3

過去５年間平均 2,008,017 111,658 ▲ 27.2 53,741 14.6 ▲ 41.8

うち単独分 902,028 50,164 ▲ 25.1 33,640 8.2 ▲ 33.3
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